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従業員持株会を通じた譲渡制限付株式付与のための 

第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 
 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の従業員に対してダスキン働きさん持株会（以下「本持株会」

といいます。）を通じて譲渡制限付株式を付与することとし、本持株会を割当予定先として、譲渡制限付株

式としての自己株式の処分（以下「本自己株式処分」といいます。）を行うことについて決議いたしました

ので、下記のとおりお知らせいたします。なお、譲渡制限付株式は、付与の対象となり得る本持株会の会員

のうち、本持株会を通じて譲渡制限付株式の付与を受けることに同意した者（以下「対象従業員」といいま

す。）に対してのみ付与されます。 

 
記 

1．処分の概要 

（1）処分期日 2027年3月26日 

（2）処分する株式の種類及び数 当社普通株式 84,500株（注1） 

（3）処分価額 1株につき4,926円と、株価変動等諸般の状況を考慮の上で本
自己株式処分に係る最終的な条件を決定する日として当社
取締役会が定める2026年11月13日（以下「条件決定日」とい
う。）の直前取引日の東京証券取引所プライム市場における
当社普通株式の終値の、いずれか高い金額（注2） 

（4）処分総額 416,247,000円（注3） 

（5）割当方法（割当予定先） 第三者割当の方法による 
（ダスキン働きさん持株会 84,500株） 
なお、各対象従業員への付与株式数は当社が定めた数とし、
一部申込みは受け付けないものとします。 

（6）その他 本自己株式処分については、金融商品取引法による臨時報告
書を提出しております。 

（注1）「処分する株式の数」は、本日時点における最大値であり、対象従業員となり得る最大人数である
当社の従業員1,690名に対して、1人当たり当社普通株式50株を付与するものと仮定して算出してい
ます。本自己株式処分の処分する株式の数は、本持株会未加入者への入会プロモーション及び加入者
への譲渡制限付株式付与に対する同意確認が終了した後の対象従業員数に応じて確定する見込みで
す。 

（注2）当社は、2026年11月6日付けで、本自己株式処分とともに自己株式取得についても取締役会決議をし
ており、その公表（当該自己株式取得決議の詳細は、2026年11月6日付「自己株式取得に係る事項の
決定に関するお知らせ」をご参照ください。）に伴い株価が上昇した場合にも当該上昇を踏まえた処
分価額とするため、2026年11月5日（取締役会決議日の直前取引日）の東京証券取引所プライム市場
における当社普通株式の終値である4,926円と公表後一定期間経過した条件決定日の直前取引日
（2026年11月12日）の東京証券取引所プライム市場における当社普通株式の終値とを比較し、いずれ
か高い金額を処分価額として決定いたします。なお、本自己株式処分は、本自己株式処分に係る処分
期日の前日までに上記自己株式取得によって必要な株式数が取得されていることを条件として実施
されます。 

（注3）上記（注1）による「処分する株式の数」に、2026年11月5日の東京証券取引所プライム市場におけ
る当社普通株式の終値である4,926円を乗じて計算した見込み額です。最終的に確定した「処分する
株式の数」及び「処分価額」により変動します。 

 
2．処分の目的及び理由 
当社は、本日開催の取締役会において、当社の企業価値の持続的な向上に向けたインセンティブの付与に

よって、対象従業員と株主の皆様との一層の価値共有を進めるとともに、譲渡制限付株式の付与を通じて対
象従業員の財産形成を支援し、また、中長期的にわたり当社グループの成長を担う人材の確保及び定着を図
ることを目的として、対象従業員に本持株会を通じて譲渡制限付株式を付与するため、本持株会を割当予定
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先として、譲渡制限付株式としての当社普通株式につき自己株式の処分を行うことを決議しました。 
譲渡制限付株式の付与は、①当社から対象従業員に対し、譲渡制限付株式としての当社普通株式を付与す

るための特別奨励金として金銭債権を支給し、②対象従業員が当該金銭債権を本持株会に拠出して、③本持
株会が対象従業員から拠出を受けた金銭債権を当社に一括して現物出資することにより、譲渡制限付株式
としての当社普通株式の処分を受けて行われます。 
対象従業員は、本持株会の規約に従って、本持株会に割り当てられる譲渡制限付株式に係る持分（以下「本

持分」といいます。）を取得しますが、譲渡制限期間中は本持分に係る株式を引き出すことができません。
本持株会は、その規約について、本自己株式処分に係る処分期日の前日までに、譲渡制限付株式の割当てを
受けるために必要な改正を行う予定です（当該改正は、理事長が会員に対し通知を発信した後2週間が経過
し、会員からの異議が会員数の3分の1未満の場合に、効力を生じる予定です。）。なお、本自己株式処分は、
その処分期日の前日までに当該改定の効力が発生することを条件として実施されます。 
また、当社は、当社普通株式の割当ての際に、本持株会との間で、概要として、以下の内容を含む譲渡制

限付株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結する予定です。 
なお、本自己株式処分における処分株式数は、上記1（注）に記載のとおり後日確定する見込みですが、

その最大値は84,500株です。本自己株式処分による希薄化の規模は、当該最大値を前提とした場合、2026年
9月30日現在の発行済株式総数48,000,000株に対し0.18％であり、2026年9月30日時点の総議決権数470,355
個に対し0.18％です（これらの割合は小数点以下第3位を四捨五入しております。）。 
 
＜譲渡制限付株式割当契約の概要＞ 
（1）譲渡制限期間 
本持株会は、処分期日から2031年5月31日までの間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約によ

り割当てを受けた当社普通株式（以下「本割当株式」という。）について、対象従業員による引出しを含む
譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。 
（2）譲渡制限の解除条件 
対象従業員が、譲渡制限期間中、継続して本持株会の会員であることを条件として、譲渡制限期間が満了

した時点において、当該条件を充足した対象従業員が保有する本持分に応じた数の本割当株式の全部につ
き、譲渡制限を解除する。ただし、対象従業員が、譲渡制限期間中に、定年（ただし、定年後再雇用された
場合は、当該再雇用期間満了。）、死亡、役員昇格、その他の当社が正当と認める事由（満60歳到達後の退
職を含む。）により本持株会を退会した場合には、当該対象従業員が本持株会を退会することに伴う精算が
行われる日の属する月の10日（同日が営業日でないときは直後の営業日とし、以下「精算解除日」という。）
をもって、精算解除日において当該対象従業員が保有する本持分に応じた数の本割当株式の全部につき、譲
渡制限を解除する。また、対象従業員が、譲渡制限期間中に業務上の理由により海外に赴任する場合には、
当社から対象従業員に対して当該赴任を発令した日が属する月の翌月10日（同日が営業日でないときは直
後の営業日とする。）をもって、当該日において当該対象従業員が保有する本持分に応じた数の本割当株式
の全部につき、譲渡制限を解除する。 
譲渡制限を解除する場合、当社は、本持株会に対して、譲渡制限の解除を行う旨及び譲渡制限を解除する

本割当株式の数を通知するものとし、本持株会は、その規約の定めに従い、対象従業員の保有する本持分の
うち譲渡制限が解除された本割当株式に応じた部分について、定時定例の買付けにより取得した株式に関
して当該対象従業員が保有する通常の会員持分（以下「通常持分」という。）に振り替えるものとする。 
（3）当社による無償取得 
当社は、譲渡制限期間が満了した時点、又は、上記（2）で定める譲渡制限解除時点の直後をもって、譲

渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。 
無償取得を行う場合、当社は、本持株会に対して、本割当株式の無償取得を行う旨及び無償取得を行う本

割当株式の数を通知するものとし、本持株会は、その規約の定めに従い、当該通知の到達した時点において
当該対象従業員の保有する本持分のうち当該無償取得が行われる本割当株式に応じた部分について、当該
対象従業員の保有する本持分から控除するものとする。 
（4）株式の管理 
本割当株式は、譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定その他の処分をすることができないよう、譲渡制限

期間中は、本持株会が大和証券株式会社に開設した譲渡制限付株式の専用口座において管理される。また、
本持株会は、その規約の定めに従い、本持分と通常持分とを分別して登録し、管理する。 
（5）組織再編等における取扱い  
譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転

計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会
による承認を要しない場合においては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議に
より、当該承認の日において対象従業員が保有する本持分に応じた数の本割当株式の全部につき、当該組織
再編等効力発生日の前営業日の直前時をもって、これに係る譲渡制限を解除する。 
 
3．処分価額の算定根拠及びその具体的内容 
本自己株式処分は、当社が譲渡制限付株式付与のための特別奨励金として対象従業員に支給し、対象従業

員が本持株会に拠出した金銭債権を出資財産として、本持株会がこれを現物出資することにより行われる
ものです。その処分価額は、本日開催の当社取締役会にて自己株式取得に係る事項を決議しておりますこと



 

から、当該公表に伴う株価への影響を織り込み、また、既存株主の利益に配慮するため、本自己株式処分に
係る取締役会決議日の直前取引日（2026年11月5日）の東京証券取引所プライム市場における当社普通株式
の終値である4,926円と条件決定日の直前取引日（2026年11月12日）の東京証券取引所プライム市場におけ
る当社普通株式の終値とを比較し、いずれか高い金額としております。 

 
なお、監査役5名全員（うち社外監査役は3名）は、上記処分価額について、対象従業員に対してインセン

ティブを付与すること等を目的としていること、及び、処分価額は、取締役会決議日の直前取引日の東京証
券取引所プライム市場における当社普通株式の終値と、条件決定日の直前取引日の終値とを比較し、いずれ
か高い金額であることに鑑み、割当予定先である本持株会にとって特に有利な処分価額に該当しないと当
社が判断した過程は合理的であり、かかる判断については適法である旨の意見を表明しています。 

 
4．企業行動規範上の手続に関する事項 
本自己株式処分は、①希薄化率が25％未満であること及び②支配株主の異動を伴うものではないことか

ら、東京証券取引所の有価証券上場規程第432条に定める独立した第三者からの意見入手及び株主の意思確
認手続は要しません。 
 
（ご参考） 
本制度の流れ 
① 当社は、対象従業員に対して特別奨励金として金銭債権を支給します。 
② 対象従業員は、当社から支給された金銭債権を本持株会に拠出します。 
③ 本持株会は、当社に対して株式の申込みを行い、当社との間で本割当契約を締結します。 
④ 本持株会は、各対象従業員から拠出を受けた金銭債権を一括して当社に現物出資します。 
⑤ 当社は、本割当株式を本持株会に割り当てます。 
⑥ 譲渡制限期間中も本割当株式について配当金が支払われますが、配当金は通常持分と合わせて再投資

されます。 
⑦ 本持株会は、譲渡制限期間の満了後に、その規約の定めに従って、対象従業員の保有する本持分のう

ち譲渡制限が解除された本割当株式に応じた部分について、通常持分に振り替えます。 
⑧ 対象従業員は、上記⑦の振替後には、本持株会の規約の定めに従って、本割当株式を自己の証券口座

に引き出すことができます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
以上 

 
本件に関する報道機関からのご照会は、以下へお願い申し上げます。 
株式会社ダスキン 広報部 電話 06-6821-5006 

 


